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相愛大学競争的資金等の適正管理に関する規程 

 

平成２５年９月１９日 制定 

平成３０年３月１５日一部改正 

       

（目的）  

第１条 この規程は、相愛大学（以下「本学」という。）における競争的資金等を適正に運

営・管理するために必要な事項を定める。  

 

（定義）  

第２条 この規程において競争的資金等とは、各省庁及び独立行政法人から配分される競争

的資金（第３期科学技術基本計画において定義されている「資源配分主体が広く研究開

発課題等を募り、提案された課題の中から、専門家を含む複数の者による科学的・技術

的な観点を中心とした評価に基づいて実施すべき課題を採択し、研究者等に配分する研

究開発資金」）を中心とした公募型の研究資金及び、受託研究等の外部研究資金のこと

をいう。  

 

（体制）  

第３条 本学における競争的資金等を適正に運営・管理するために、最高管理責任者、統括

管理責任者、副統括管理責任者、コンプライアンス推進責任者、及びコンプライアンス

推進副責任者をおく。  

（１） 最高管理責任者は、競争的資金等の運営・管理について、本学全体を統括する                                  

最終権限を持つとともに、最終責任を負う者で、学長をもってあてる。  

（２） 統括管理責任者は、最高管理責任者を補佐し、競争的資金等の運営・管理につ

いて、大学全体を統括する実質的な責任と権限を持つ者で、副学長（研究担当）

をもってあてる。  

（３） 副統括管理責任者は、最高管理責任者及び統括管理責任者を補佐する者で、大

学事務局事務局長をもってあてる。 

（４） コンプライアンス推進責任者は、コンプライアンス教育、及び競争的資金等の

執行・管理等に関して、実質的な責任と権限を持つ者で、副学長（研究担当）を

もってあてる。 

（５） コンプライアンス推進副責任者は、コンプライアンス推進責任者を補佐する者

で、学部長等（共通教育センター長、総合研究センター長を含む。以下同じ。）、

及び事務局長をもってあてる。 

２  最高管理責任者は、統括管理責任者、及び副統括管理責任者が責任を持って、競争的

資金等の運営・管理が行えるよう、適切にリーダーシップを発揮しなければならない。 

 

（不正防止計画の策定・推進）  

第４条 本学における競争的資金等に関する不正防止計画の策定・推進等の不正防止に向け

た取り組みは、研究推進本部が行うものとする。  
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２  前項に定める不正防止計画等に関する事務は、大学事務局教学部教学課が中心と 

なり、大学事務局総務部総務課、及び財務課が、連携協力して行うものとする。  

 

（相談窓口）  

第５条 本学における競争的資金等の使用手続き、及び事務処理手続き等に関する相談窓口

を、大学事務局教学部教学課におく。  

２  相談窓口は、競争的資金等の適正な運営・管理、及び効率的な研究遂行に資するよう

適切な支援に努めるものとする。 

 

（告発窓口）  

第６条 本学における競争的資金等の不正使用等（以下「不正使用等」という。）に関する

告発等（不正使用等を行った本人からの申し出等を含む。以下同じ。）告発の窓口（以

下「窓口という。」）を、法人本部総務部総務課におく。 

 

（告発等の方法） 

第７条 告発等は、窓口に書面（ファックス、電子メールを含む。以下同じ。）電話、 

面談等により行うものとする。 

２ 告発等は、原則として、氏名を明らかにして行うものとし、次の各号に掲げる事 

項を明示しなければならない。 

（１） 不正使用等を行ったとする研究者の氏名または研究グループの名称 

（２） 不正使用等の具体的内容 

 

（窓口の対応）  

第８条  窓口は、告発等を受付けたときは、速やかに、最高管理責任者及び統括管理責任

者に報告するとともに、告発等を受付けた旨を、当該告発等を行った者（以下「告発者」

という。）に通知するものとする。  

２  窓口は、第２０条に定める調査結果が公表されるまで、告発者の氏名等、告発に関す

る情報の秘密保持に留意しなければならない。 

 

（報道機関等の指摘） 

第９条 統括管理責任者は、報道機関等から不正使用等が指摘された場合、告発等があっ

たものと見なすことができる。また、匿名の告発等の場合で、その不正使用等に係る指

摘内容の信憑性が高いと、統括管理責任者が認める場合も同様とする。 

 

（調査）  

第１０条  最高管理責任者は、告発等を受けた場合、その内容の具体性、合理性等を確認

し、受付けた日から３０日以内に、当該調査を行うか、否かを決定する。  

２  調査を行うことを決定した場合は、速やかに調査委員会を設置する。  

３  統括管理責任者は、調査を行うことが決定した場合、その旨を告発者、被告発者に通

知する。また、当該告発等に係る研究が競争的資金等を受けて行われたものである場合
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は、当該資金配分機関（以下「配分機関」という。）に通知する。  

４ 統括管理責任者は、調査を行わないことを決定した場合、その理由を付して、告発者、

被告発者に通知する。 

 

（調査委員会）  

第１１条 調査委員会は、次の各号に掲げる委員で構成する。  

（１）  統括管理責任者  

（２）  被告発者の所属する学部長等  

（３）  大学事務局長  

（４）  本学に属さない第三者（弁護士、公認会計士等）３名 

２  前項第４号の委員は、告発者及び被告発者と、直接の利害関係を有する者であっては

ならない。  

３  調査委員会に委員長をおき、統括管理責任者を持ってあてる。委員長は委員会を統括

する。  

４  調査委員会に副委員長をおき、被告発者の所属する学部長等を持ってあてる。副委員

長は委員長を補佐するとともに、委員長に事故等あるときは代理する。  

５  調査委員会の事務は、教学課が行う。 

 

（委員の通知等） 

第１２条 統括管理責任者は、第１０条第３項に定める通知を行うときは、合わせて、委

員の氏名、所属を告発者及び被告発者に通知するものとする。 

２ 前項の通知を受けてから１０日以内に、告発者及び被告発者は、理由を付して委員に

関する異議申し立てをすることができる。 

３ 前項の異議申し立てがあった場合、統括管理責任者は、その理由等を審査し、妥当で

あると判断したときは、委員を交代させることができる。また、委員を交代させた場合

は、告発者及び被告発者に通知するものとする。 

 

（調査の方法等）  

第１３条  調査は、当該告発等において指摘された不正使用等に関する書類審査、及び関

係者のヒアリング等により行うものとする。 

２ 統括管理責任者は、調査の実施に際し前項の調査方針等について、配分機関に報告、

協議しなければならない。  

３  調査に際しては、被告発者に対し、弁明の機会を与えなければならない。 

４  調査に際して、告発者、被告発者、その他関係者は、誠実に協力しなければならない。

また、正当な理由なくこれを拒絶することはできない。  

 

（調査報告書）  

第１４条  調査委員会は、原則として設置後１５０日以内に、次の各号に掲げる事項につ

いての認定を行い、調査結果をまとめた報告書（以下「調査報告書」という。）を最高

管理責任者に提出しなければならない。  
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（１） 不正使用等が行われたか、否かについて  

（２） 不正使用等が行われたと認定した場合は、その内容、関与した者及びその関与

の程度、不正使用の相当額について 

（３） 不正使用等が行われていないと認定した場合は、当該告発が悪意に基づくもの 

    であったか、否かについて 

 

（調査結果通知）  

第１５条  統括管理責任者は、前条に定める調査報告書に基づきその結果を、告発者及び

被告発者等（被告発者以外で不正使用等に関与したと認定された者を含む。以下同じ。）

に通知するものとする  

 

（配分機関への報告等） 

第１６条 統括管理責任者は、告発等の受付けから ２１０日以内に、調査結果、不正発生

要因、被告発者が関わる他の競争的資金等の管理・監査体制の状況、再発防止計画等を

含む最終報告書を配分機関に提出するものとする。なお、それまでに調査が終了してい

ない場合は、中間報告を行う。  

２ 調査中に不正使用等の事実が一部でも確認された場合、統括管理責任者は、配分機関

に報告するものとする。 

３ 統括管理責任者は、配分機関が求める進捗状況報告、資料の提出、現地調査に応じる

ものとする。但し、調査に支障があるなど正当な理由がある場合は、この限りではない。 

 

（不服申立） 

第１７条  調査の結果、不正使用等が行われたと認定された被告発者等は、第１４条の通

知を受けてから３０日以内に、統括管理責任者に対して不服申立てをすることができる。  

２  調査の結果、当該告発等が悪意に基づくものであると認定された告発者は、第１４条

に定める通知を受けてから３０日以内に、統括管理責任者に対して不服申立てをするこ

とができる。  

３  第１項及び第２項の場合において、当該不服申立てをする者は、前条第１項の通知を

受けてから３０日以内の期間であっても、同様の不服申立てを繰り返すことはできない。  

４  第１項及び第２項の場合において、不服申立てを受付けたとき、統括管理責任者は、

関係者に、その旨を通知するとともに最高管理責任者に報告する。関係者とは、前条の

定めにより通知を受けた者及び配分機関とする。  

 

（不服申立の審査）  

第１８条  統括管理責任者は、前条第１項または第２項の不服申立てを受付けたとき、当

該調査を行った調査委員会に不服申立ての審査を行わせるものとする。 

２  前項の審査を行う場合は、不服申立ての趣旨、理由等を検討し、当該事案の再調査を

行うか否かを、原則として１０日以内に決定しなければならない。  

３  統括管理責任者は、前項の審査結果を最高管理責任者に報告するとともに、関係者に

通知する。また、再調査を行うとの決定を行った場合は、先の調査結果を覆すに足る資
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料の提出などの必要な協力を求め、告発者また被告発者等が必要な協力を行なわない場

合、再調査を打ち切ることができる。  

 

（再調査）  

第１９条  再調査の方法、報告書、結果通知については、第１２条から第１５条を準用し

て行うものとする。  

２  前項の規程に関わらず、再調査を開始した場合は、当該不服申立てを受けた日から、

原則として５０日以内に、調査結果を出すものとする。但し、第１７条第２項に定める

場合は、原則として３０日以内に、調査結果を出すものとする。  

 

（調査結果の公表等）  

第２０条  統括管理責任者は、不正使用等が行われた旨の調査報告である場合、次の事項

を公表する。但し、公表の時期は不服申立ての期間等を勘案して決定するものとする。 

（１） 不正使用等に関与した者の所属及び氏名  

（２） 不正使用等の内容及び不正使用相当額  

（３） 統括管理責任者または調査委員会が公表時までに行った措置の内容  

（４） 調査委員会委員の所属及び氏名  

（５） 調査の方法、手順等  

（６） その他必要と認める事項  

２  統括管理責任者は、不正使用等が行われていない旨の調査報告である場合、原則とし

て、公表は行わないものとする。但し、公表までに当該事案が本学外部に漏えいしてい

た場合は、次の事項を公表する。  

（１） 不正使用等は行われていないこと  

（２） 被告発者の所属及び氏名  

（３） 調査委員会委員の所属及び氏名  

（４） 調査の方法、手順等  

（５） その他必要と認める事項  

３  統括管理責任者は、当該告発等が悪意によるものである旨の調査報告である場合、告

発者等の所属及び氏名を公表する。  

４  第２項から第３項に定める公表を行う場合は、不服申し立て期間等を勘案して行うも

のとする。  

５  統括管理責任者は、当該公表する内容に学生が含まれている場合、当該事案に応じて、

適切に配慮するものとする。  

 

（調査中における一時的措置）  

第２１条  統括管理責任者は、調査を行うことを決定した場合、その調査報告を受けるま

での間、被告発者の当該研究費の執行停止など必要な措置を講じることができる。  

 

（認定後の措置）  

第２２条  統括管理責任者は、不正使用等が行われた旨の調査報告である場合、前条の規
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定により講じられた研究費の執行停止、および不正使用が行われた研究費の一部または

全部の弁償などの措置を行うことができる。  

２  統括管理責任者は、不正使用等が行われていない旨の調査報告である場合、前条の規

程により講じられた措置を解除するとともに、当該事案において不正行為が行われてい

ない旨を関係者、または関係機関に周知するなど被告発者の名誉を回復する措置、及び

不利益が生じないための措置を講じるものとする。  

３  前２項に規定する措置の実施時期は、不服申し立ての期間等を勘案して決定するもの

とする。  

 

（不利益取扱いの禁止）  

第２３条  学長及び学部長等は、告発等（告発等に関する相談を含む）をしたことを理由

として、当該告発者に対して、不利益な取扱いをしてはならない。  

２  学長及び学部長等は、単に告発等があったことをもって、被告発者が研究を行うこと

を全面的に禁止するなど過度の措置を講じてはならない。  

 

（秘密保持）  

第２４条  不正使用等に関する窓口及び調査関係者等は、当該事案に係る公表された内容

以外の業務上知り得たことを、他に漏らしてはならない。   

 

（処分）  

第２５条  学長は、不正使用等を行った者及びそのことに関与した者、または悪意に基づ

く告発等を行った者に、就業規則等に基づき、必要な処分を行うものとする。 

２ 当該事案に関して管理・監督の職にある者が、その職務の遂行に適正を欠いたと認め

られる場合は、就業規則等に基づき、必要な処分を行うものとする。  

３ 不正使用等に関与した業者については、「学校法人相愛学園固定資産及び物品調達規

程」第１９条に基づき、必要な処分を行うものとする。 

 

（経費管理・執行等）  

第２６条  本学における競争的資金等の管理及び執行については、本学の「学校法人相愛

学園経理規程」等の会計関係規程に定めるとおりとする。  

 

（内部監査）  

第２７条  競争的資金等の適正な運営・管理を図るため、内部監査室は、内部監査を行う

ものとする。 

 

（事務）  

第２８条  この規程に関する事務は、教学課が行う。  

 

（その他） 

第２９条 競争的資金等の運営・管理等に関しては、この規程に定めるもののほか、「研 
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究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）（平成２６年２月

１８日改正 文部科学大臣決定）」に基づいて行うものとする。 

 

（規程の改廃）  

第３０条  この規程の改廃は、研究推進本部及び大学評議会の審議を経て、学長が行う。  

 

附 則  

この規程は、平成２５年９月１９日より施行する。 

附 則  

この規程は、平成２７年２月１日より施行する。 

附 則  

この規程は、平成２７年４月１日より施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

   


